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農業ＤＸ構想（仮称）策定に当たっての論点整理表（論点ごとの課題と視点） 

 

論点 取り組むべき課題／踏まえるべき視点 

【○：有識者からのご意見、●：第１回検討会資料３（農林水産省作成）で示したもの】 

区分／分野 

１ （農業ＤＸ構想（仮称）策

定の前提として）念頭に

置いておくべきデジタル

トランスフォーメーション

（ＤＸ）（デジタル技術を活

用した変革）の特質・潮

流は何か。 

 

○ 歴史上、新たな道具の出現により社会が変わってきたように、ＤＸは、ＩＴという道具で社会構

造が変わっていくことの総称と言えるのではないか。 

○ ＩＴによって、分断されていた社会的役割や仕組みが物理的に分散したままでもつながること

が可能となり、多様な価値観がつながることで変革が起こるのではないか。 

ＤＸの潮流 

 

ＤＸの特質 

２ 農業・食関連産業のＤ

Ｘを進めるのに有用と考

えられるデジタル技術は

何か。また、どのように

活用できるか。 

 

 

○ 小規模農家はスマート農業を導入しても費用対効果が合わないと思い、新技術に無関心な

ケースもあるので、スケールメリットを享受できるよう、経営体単位だけでなく、農村全体で取

り組む観点も必要。 

○ フードチェーン全体を見える化することにより、温暖化防止施策にも活用できるのではない

か。 

○ デジタル技術やデータの活用には、地方の通信環境の整備も併せて検討することが必要。 

○ デジタル技術によるビジネス変革を実現するには、金融分野のＤＸ及びフィンテックの活用

についても検討することが必要。 

 

● スマート農機等は実証段階にあるものが少なくなく、社会実装の加速化が急務。 

● デジタル技術を活用した様々な機器・サービスが提供されつつあるが、農業者が自らの営

農に適するものを選択しやすくなるよう、機器・サービスの内容や質に関する情報が容易に得

スマート農業（普及） 

 

 

環境 

 

農村振興（インフラ） 

金融・保険 

 

 

スマート農業（普及） 

スマート農業（普及） 
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論点 取り組むべき課題／踏まえるべき視点 

【○：有識者からのご意見、●：第１回検討会資料３（農林水産省作成）で示したもの】 

区分／分野 

られるようにすることが必要。 

● センサーやスマート農機等の遠隔操作やデータ送受信に必要な通信環境の整備を進める

には、現場で必要な通信速度や必要な機材・コストに関する情報が容易に得られるようにす

ることが必要。 

● 栽培・経営の管理に関するサービスについて、個々の経営体へのサービスだけでなく、多く

の経営体のデータを収集・分析して更に質の高いサービスを提供する事業体が多く出現する

よう、環境の整備を図ることが必要。 

● 消費者ニーズの多様化が進む中で、農業者の創意工夫に的確に応えられる資材の選択

や、新たな取引先・販売ルートの探索を支援するサービスが望まれる。 

● ＡＩを活用した病害虫同定の迅速化・精度向上などへの活用に向けて、画像解析の技術開

発や画像データの整備等を進めることが必要。 

● ゲノム解析技術を活用して土壌の生物性を定量的に評価することができれば、有機農業の

環境保全上の優位性や有機農法の再現性を客観的に示す指標が提供できるのではないか。 

● センシングデータ等に基づく生息数の推計や被害防止対策の効果検証等により、鳥獣害対

策の高度化・効率化が可能ではないか。 

● 情報化施工で得られた農地の座標データを、スマート農機の自動走行やドローン散布等に

活用して、スマート農業の生産性向上効果を高めていくことが必要。 

● デジタル技術を活用することで、被害状況把握の迅速化、それによる早期復旧の実現に向

けた仕組みを構築していくことが必要。 

● 高い耐改ざん性等を有するブロックチェーン等の新技術を活用することで、生産履歴や取引

情報の管理にどのようなメリットが得られるのか、農産物の生産・流通の特性を踏まえて検討

を進めることが必要。 

● デジタル技術の活用により消費者ニーズに関するデータの把握が可能となると思われる

 

スマート農業（通信

環境） 

 

スマート農業（農業

支援サービス） 

 

経営 

 

スマート農業（画像

解析） 

有機農業 

 

鳥獣害 

 

農村振興（インフラ） 

 

災害対応 

 

流通（データ管理） 

 

 

流通（データ管理） 
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論点 取り組むべき課題／踏まえるべき視点 

【○：有識者からのご意見、●：第１回検討会資料３（農林水産省作成）で示したもの】 

区分／分野 

が、購買情報など消費者段階のデータをどうすれば流通の各段階で共有できるかについて

検討を進めながら、流通の形を考えていくことが必要。 

● フードテックの拡大には、当該技術自体の開発と併せて、製品の成分・機能、環境負荷削減

効果など、新技術により生み出される価値を科学的に評価・伝達する技術・仕組みの構築も

必要。 

● 行政手続のオンライン化で集積されるデータ等を有効かつ効率的に活用し、政策の企画・

改善の良循環を生み出せるよう、行政組織内でデータ活用を担う人材を体系的に育成するこ

とが不可欠。 

 

 

フードテック 

 

 

行政事務 

３ コロナ禍をはじめとする

様々な社会的インパクト

の中で、農業・食関連産

業に大きな影響を及ぼす

と考えられるものは何

か。 

 

● コロナ禍を契機にデジタル化は加速し、デジタル技術の活用を前提として、あらゆる分野・

場面で社会制度の変革や民間の事業活動が進展している。こうした中、農業・食関連産業に

おいても、確実に農業ＤＸを実現し、加速化していくことが不可欠。 

● 外出の自粛・休業要請等をきっかけとして、業務用の農産物・食材の需要が大幅に減少す

る一方、家庭での調理・食事の増加に伴い、小売り需要や宅配・通販の利用が拡大している。

こうした需要の変化を常に注視し、新たな需要に迅速に対応していくことが重要。 

● 将来に向けた万全な備えを構築するのが困難な「不確実」で「不連続」な社会が到来したと

いう認識の下、農業者や食品事業者が社会や環境の変化に動的に対応できるよう、政策の

企画立案でも、複数のシナリオを視野に入れて目標や手段を設定することが必要。 

● コロナ禍への迅速な対応が求められる中、各種給付金の申請・支払以外でも、行政運営の

仕組みの非効率性が顕在化した。デジタル３原則を徹底し、デジタル技術の活用を前提とし

た新たな行政運営を実現することが必要。 

● デジタル技術の発達によってコロナ禍の影響に対応できた部分も多いほか、人やモノの移

動が制限される中、物流、物流、エネルギー等のインフラの維持・安定供給の重要性も再認

農業ＤＸの確実な実

現・加速化 

 

新たな需要への的

確な対応 

 

政策の企画立案 

 

 

行政事務 

 

 

デジタル時代のイン

フラ 
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論点 取り組むべき課題／踏まえるべき視点 

【○：有識者からのご意見、●：第１回検討会資料３（農林水産省作成）で示したもの】 

区分／分野 

識された。我が国全体のインフラの強靱化に向けた取組と歩調を合わせて、農業や農村地域

の特性に応じた取組・貢献を模索していくことが必要。 

４ 農業や食関連産業が

抱える課題の中でデジタ

ル技術の活用により克

服できると考えられるも

のは何か。 

○ 価値観の多様化により、地域の顧客の需要に応えるための個店化が大きな流れとなってお

り、デジタル技術によって個店化に必要なデータ活用と地域のつながりの形成が可能になる

のではないか。 

○ 需要と供給に関する情報を把握したくても、データのコードが統一されていないため困難で

あり、コード体系の整備を進めるべき。 

○ フードチェーン全体のＤＸは、中間コストの低減を通じた農業者の所得向上に不可欠。 

○ フードチェーン全体のＤＸを進めるに当たっては、デジタル化による脆弱性も考慮し、有事の

際にも食料の安定供給が確実に担保されるような設計にすべき。 

○ 行政には紙のデータとデジタルデータが混在しており、一部だけオンライン化しても余計に

手間が増えるので、提出資料自体をなくし、どうしても必要なものをオンライン化していくという

考え方でオンライン化を進めるべき。 

○ 国や自治体でデータがサイロ化し、入手のハードルも高いため、サービス提供事業体が困

っている。多様なサービスの土台としてベース・レジストリを構築すべく、ロードマップを作成

し、優先分野を定めて取り組むことが必要。 

 

● 複数の集落や都市と地方の住民、地域内の異業種人材をつなぐプラットフォームを構築す

ることにより、労働力不足や農地保全など、農村地域の抱える課題の解決につながるのでは

ないか。 

● 農業水利施設の老朽化や農業者の高齢化による管理体制の脆弱化が進む中、デジタル技

術の活用による保全管理の効率化が必要。 

流通・農村振興 

 

 

データガバナンス 

 

流通 

流通・食料安保 

 

行政事務 

 

 

データガバナンス 

 

 

 

農村振興（労働力不

足） 

 

農村振興（インフラ） 
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論点 取り組むべき課題／踏まえるべき視点 

【○：有識者からのご意見、●：第１回検討会資料３（農林水産省作成）で示したもの】 

区分／分野 

● 物流が逼迫傾向にある中で、デジタル技術を活用して、共同輸送や帰り荷マッチング、最適

な輸送経路・手段の選択等を促進し、物流の効率化・自動化を進めることが必要。 

● 労働力の確保が困難になる中、食品製造業や外食・中食など様々な場面で作業の自動化

を促進できる技術の開発や普及が必要。 

● 行政手続について、更なる実態把握や BPR の実施、オンライン利用率向上に伴うデータ数

の拡大に対応できるシステム整備やUI/UXの向上を進め、国民の利便性向上を図ることが必

要。 

● コロナ禍におけるテレワークの拡大等も踏まえ、行政の内部管理業務についても抜本的に

見直し、行政事務の効率化を進めることが必要。 

● 複数の機関で個別に管理されている農地情報を一元化し、農地に係る農業者の申請作業

や関係機関職員の事務の軽減を進めることが必要。 

 

流通（物流） 

 

食品産業 

 

行政事務 

 

 

行政事務 

 

行政事務 

 

５ 農業ＤＸ実現に向けた

プロジェクトの検討に当

たっての基本的視点や

留意点は何か。 

○ ドローンやトラクター等の新技術を導入すること自体がＤＸなのではなく、例えば、考え方や

データの集め方の再整理など複数の取組の掛け合わせにより、既存の課題解決を目指して

ＤＸの実現を図っていくべきではないか。 

○ 民間が行うべき取組と国が行うべき取組は切り分けて検討した方がよいのではないか。 

 

○ データのレイヤー（決済レイヤー等）の組み方の再整理などを通じて、そのレイヤー上で民

間事業者が活躍できるプラットフォームを提供することを政府が担うべきではないか。 

○ データインフラをはじめとして、分野横断的な考え方を示した上で、各政策部局でそれに基

づいた政策立案を進めるということとしてはどうか。 

○ 農業者の苦労（ペイン）を的確に把握することが必要。 

各分野共通（ＤＸの

手段） 

 

各分野共通（官民の

役割分担） 

各分野共通（国の役

割） 

各分野共通（政策立

案） 

各分野共通（課題把
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論点 取り組むべき課題／踏まえるべき視点 

【○：有識者からのご意見、●：第１回検討会資料３（農林水産省作成）で示したもの】 

区分／分野 

 

○ ＤＸの取組を拡大するためには、「これは便利だ」、「自分もやってみよう」という気持ちになっ

ていただくことが必要。 

○ 政府内部に広報の専門人材を配置し、政府が作った行政サービスの機能や使い方をエンド

ユーザーである国民まで伝わるような仕組みを整備すべき。 

○ ＩＴ化できていないところには学生は来てくれないという認識を拡げることが必要。 

○ ＤＸの便利さや効果が実感できるよう、消費者の農産物への反応が農業者にフィードバック

されるような仕組みを構築すべき。 

○ 地方で誰がＤＸの取組を先導していくかも考えていくことが必要。 

○ デジタル技術の普及には、「触って、使って、実感していただく」プロセスをいかに高速に回

していくかが重要。 

○ 地図情報のインターフェースは比較的わかりやすいので、不慣れな方にデジタル技術を勧

めていくには有効ではないか。 

○ デジタル技術導入の判断に活かせるよう、うまくいった事例や失敗事例を紹介することが有

効ではないか。 

○ ＭＡＦＦアプリにおいて、農業者からの質問に回答できるような機能や、「稲作」だけではな

く、「稲作」×「○○」のように細分化した属性に応じた情報提供ができると良いのではない

か。 

 

握） 

各分野共通（普及・

広報） 

各分野共通（広報） 

 

経営（人材確保） 

各分野共通（普及） 

 

各分野共通（普及） 

各分野共通（普及） 

 

各分野共通（普及・

広報） 

各分野共通（普及・

広報） 

各分野共通（普及・

広報） 

 

 


